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間接費配賦の有用性について
武 脇 誠
1. はじめに
間接費とは，個々のセグメントに直接跡づけできない原価である。しかし，
これらのセグメントにとって有用な原価であるO 従ってこれを， rt.意的な判断
なしに配賦するのは困難である反面，これを配賦しないことは次のような欠点
を生じさせる。すなわちそのセグメントにとって，原価の過小見積りとなり，
正確な意思決定が阻害される点，及びその原価発生の責任関係が明確にならな
いので，有効な原価管理が不可能になる等の点で，企業にとって好ましくな
し、。
ところでこの原価の全収益額に対して占める割合は，各業種共次に示すとお
り，無視し得ない程大きし、。金融業……20.67%, 製造業・…・・9.57%，卸売業
・10.95%, サービス業……9.18%, その他……11.96%，全業種平均……
11.85%，それ故にこの問題に関する研究は，過去数十年間にわたり大きなト
ピックスであった。しかしそれにもかかわらず，未だ一般に最良のものとして
受け入れられる方法は見つかっていないのが現状である。そのために，各セグ
メントの活動と明確な因果関係が認められない原価については，この配賦をで
きるだけ回避しようとする意見が強い。
しかしこの問題に関して，先頃詳細な実態調査が行なわれた。その結果の一
部を示すと，表1のとおりである。
これによると，理論上は多くの批判があるにもかかわらず，いずれの目的で
も間接費を全額配賦している企業が多く，一部配賦の企業も含めると，配賦し
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表1
目的別間接費配賦実施状況
業績評価目的｜価格設定目的｜意思決定目的｜財務報告目的
配全賦額 配一賦部 せ配ず賦 配全賦額 配一賦部 配せ賦ず 配全賦額 一配賦部 せ配賦ず 配全賦額 一配賦部 配せず賦
57% 23% 20% 49% 15% 36% 43% 21% 36% 48% 21% 31% 
57% 23% 20% 47% 19% 34% 
（業績評価目的を除外，他目的の平均〉
ない企業に比べて圧倒的に多くの比率を示している。また，外部的な要請から
財務報告目的での配賦は当然、と思われたが，むしろそれよりも業績評価目的で
の配賦が，明らかに高率となっている。これは何故であろうか？ 実務におい
ては，理論上の主張とは異なる観点で，配賦が行なわれているのであろうか？
そこで当論文の目的は，間接費配賦の妥当性について，単に理論面ばかりで
なく，実務における現状も考慮して，新たな観点から検討することにある。そ
の際，目的に応じての妥当性も異なってくるので，次のような一般的な目的の
分過に従って，検討を加えていくことにするo ①財務報告目的 ・外部利用者
に対する定期的な財務諸表の作成を意味する。②意思決定目的……代替案聞の
選択の際に行なわれる各案の財務的効果の予測を意味する。①業績評価目的…
…各セグメント別の業績測定と，成員に対するモチベーションを意味するO ④ 
価格設定目的……製品別の売価決定を意味する（これらの各目的の境界は，必
ずしも明瞭ではなく，一部重複する部分もある〉。このうち財務報告目的につ
いては，公表財務諸表に対する外部からの要請により決定されるので，ここで
は検討しない。
2. 意思決定目的
意思決定に有用な原価は差額原価であるO 従ってこの目的のためには，怒意、
性の伴なう間接費の配賦を行なうべきではなし、。しかし，前記プレムゲγ等の
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調査結果によると，他の目的に比べると少率ながら，
業の方が，かなり多くなっている。そこで，以下，
間接費を配賦している企
この点についての検討を行
なう。そのため， まずフレムゲン等による次の調査結果を見てみよう。
表2
意思決定目的での間接費配賦理由
アンケートに予め示した理由 平均順位
1. 間接費の配賦は，全社的利益に対する意思決定案 1.11 
2. 
3. 
の効果の測定に関連があるため
現行の間接費配賦額は，増分間接費予定額の最良
の利用可能な近似値と見なされるため
意思決定案は，利益センターへの将来の間接費配
賦額に影響すると見なされるため
回答会社により追加された理由
。全社的レベルでのビジネス単位の収益性を検討する。
ため
ω 
oその他
表3
1. 82 
2.00 
意思決定目的で間接費配賦をしない理由
1. 
2. 
アンケートに予め示した理由 平均順位
間接費は本質的に，意思決定に対して無関連であ 1. 05 
るため
配賦の怒意、的性質により，意思決定による予測利
益が査められるため
回答会社により追加された理由
1. 52 
。意思決定は組利益のみを基準に行なうため
。その他
度数
57 
34 
28 
4 
度数
39 
27 
1 
1 
比率
83% 
49% 
41% 
1% 
4% 
比率
80% 
55% 
2% 
2% 
(8) 
このうち，表3配賦しない理由については，意思決定に対する間接費の無関
連性，及び配賦の怒意、性によるものが多数を占め，理論とも一致している。し
かし表2の配賦理由を見ると，いずれも間接費の意思決定に対する役割を肯定
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したものであり，特に2番目は短期の，そして 3番目は長期意思決定での有用
性について述べたものと思われる。そこでまず短期意思決定について，最近の
ω 
論文をもとに考察を試みよう。ジンマーマンは，真の差額原価について次の例
を示す。
ある企業が広域電話サービス（WideArea Telephone Service）を， 100時間
の利用予定で，月額$3, 800でリース契約すると仮定する。なおこのサービス
は，通話の都度料金を払うことなしに米国内のどこへでも自由に通話可能であ
るが，一度に一人しか利用できないものとする〈すなわち，固定費＝ $ 3,800, 
変動費＝O）。この場合， $ 3,800の固定費をどのように利用者間に配賦したら
良いであろうか？ ここで3通りの方法を考えることができる。その 1は，利
用による増分原価はOであるから，全く配賦するべきではないというものであ
る。すなわち， $ 3,800は過去原価であり，意思決定により何ら影響を受ける
ものではない。従ってそれを配賦することは，その利用を抑制するだけでしか
ないとするものである。これに対して第2の方法は，そのサービスの利用によ
り生じる原価という形では，明確に表わされないとしても，それを利用する真
の増分原価はOではないとする考えによる。すなわち，同時利用ができないの
で，ある者がそれを利用することにより，他の利用者は待たされるか，或いは
他の方法での通話を余儀なくされることになる。そのため実際は，待ち時間に
よる機会原価や，他の通話方法による料金等が生じるので，それらもすべて測
定して，合理的な基準で配賦せねばならないというものである。従ってこの測
定が容易であるなら，この方法が最も正確であり，意思決定にも最適なものと
なるであろう。しかしこの測定には，待つ者がOの場合から，それが複数の場
合の機会原価まで絶えず測定せねばならず，また最適代替案の料金の評価とい
う複雑な問題もあり，実際上，非常に困難であるか，過大な費用を必要とす
る。そこで機会原価を無視する第1の方法と，正確ではあるが費用のかかる第
2の方法の代案として，第3の方法が提案される。それは，これらの真の増分
原価の代用として，間接費の配賦額を使用するとし、う方法である。すなわちこ
一 4 一
-237ー
の例では，月額$3, 800を予定利用時間100時間で害1った$38/hに，実際利用
時聞を掛けることにより配賦するのである。しかし，勿論この $38とそれぞれ
の場合の機会原価との聞には，何の関連もない。従って正確性に関しては，第
2法より劣るものである。しかし費用については，はるかに少額で実施可能で
あり，また第1法に比べれば，実態をある程度反映した数値が得られると期待
できるであろう。それ故に，資源利用に際しての機会原価がOでない上記の例
のような場合，正確な測定による便益と，それに要する費用の比較を行ない，
費用が大な場合は，第3法による配賦額が，正確ではないが許容しうる増分原
価の最良の近似値として，役立ちうると思われる。またさらに，この方法には
次のようなメリットがある O 例えば上記の例で，配賦間接費実際額が$3, 800 
以上であったなら新たな追加電話サービスの契約が求められ，また$3, 800以
下であったなら，そのサービスの中止が正当であることを示すサービスの価値
に関する情報を，得ることができるという点である。
以上のように，間接費配賦額が意思決定にも有用である例は，次のような階
段状で示される原価について，多く見ることができるO 例えば上記の例以外に
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監督者を必要とする作業がその典型である。この場合，一定の活動量を越え
る毎に新たな監督者が雇われるので，報告原価は図1のような形態になる〈実
線〉。
しかし，一人の監督者に対応する活動量が増加するにつれて，その実質的サ
ービスは低下すると思われるので，それによる原価を考慮すると，真の原価は
図1の点線のようになるであろう（図で示されるように，新たな監督者は，そ
の賃金がサービス低下による真の原価の限界原価に等しい時点で，雇われるこ
とになる…… a, b）。 従って意思決定の際には，サービス低下による機会原
価の考慮、が必要となる。しかしこの原価の正確な測定は非常に困難である。そ
こで前の例と同様に，間接費の配賦額が意思決定関連原価の近似値の役割を果
たすことになる。
間接費の配賦は，短期意思決定に本質的に無関連であることは，一般に広く
合意されている。しかしそれにもかかわらず，前述のような実態調査の結果が
出されたということは，実務家が，以上述べたような事柄を考慮しいわゆる安
全性の原則（この場合，費用の過小見積りよりは，過大見積りの方が良いとす
る考え〉に基づき意思決定分析を行なっており，その結果に満足していこると
によるものと考えられる。
さて次に，長期意思決定について検討しよう。長期意思決定関連原価は，短
期の増分原価に加えて，意思決定に伴なう固定費の長期的な増分も含まれる。
例えばこれは，現在存在する製品品種，部門或いは業務を廃止する場合，充分
な時聞が与えられるなら回避することのできる原価のことであり，レフトヴィ
ッチの長期限界原価，或いはシリングローの帰属可能原価と類以した概念に基
づし、たものであるo 例えば，シリングローは原価を，①短期的変動費，②分割
可能固定費，①分割不能跡づけ可能固定費，④跡づけ不能費に分類し，このう
ち①～①を帰属可能原価と呼び，長期意思決定関連原価とした。しかしこの分
類よりも，次に示す回避可能性に基づく分類により，長期的増分原価の考察を
行なう方がより明確と考えられるので，以下の検討はそれにより行なうことと
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する。まず当該意思決定に伴なう原価を，次のように分類する。
①変動費 ②短期回避可能原価
①長期回避可能原価 ④ 長期回避不能原価
これを具体的に考えるために，ある製品の製造中止による製造部門の廃止の例
に基づいて検討しよう。その場合の原価は次のとおりである。①変動費……当
該製造部門の廃止により不要となる材料費等のすべての変動費，②短期回避可
能原価……当該部門の廃止により不要となるその製造製品に固有の広告宣伝費
等の自由裁量固定費，①長期回避可能原価……当該部門の廃止に伴なう全社的
な業務量の縮少により，不要となり長期的に削減される本社部門のスタッフ，
設備等の原価，④長期回避不能原価……当該部門の廃止によって変化しない本
社重役の給料等の原価。この中で，長期意思決定関連原価が①と②であり，無
関連原価が③であることは明らかである。しかし①については明確ではない。
すなわち正確な意思決定のためには，当然考慮すべきだが，長期であるための
不確実性，及び他の意思決定による影響のために，その正確な予測は極めて困
難である。そこで現実には，これらの原価の最良の近似値として，現行の方法
で行なわれている間接費配賦額が充分役立ちうるものと考えられる。
以上，短期と長期の意思決定について検討してきたが，本来意思決定は，正
確な個別の差額原価収益分析により行なわれねばならなし、。しかし費用・便益
分析により，それを行なう程に重要でない意思決定については，配賦が短期に
おいても長期においても，正確な機会原価の近似値として役立ちうる場合のあ
ることを示した。しかしここで両者の違いは，短期においては配賦原価と機
会原価の聞の因果関係はほとんどないにもかかわらず，安全性を重視して配賦
を行なったのに対して，長期においては，多くの固定費（短期〉が変動費とな
ると考えられるので配賦原価と機会原価の聞に，かなりの因果関係を認めるこ
(19) 
とができるという点であるo 従って，短期において配賦原価を用いる時は，長
期に比べて一層の配慮が必要である。
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3. 業績評価目的
もし業績評価の目的が，各セグメントの正確な原価或いは利益の測定にある
のなら，次の方法により間接費を配賦すべきであるoすなわち，そのセグメン
トの存在により生じる原価を，固定費と変動費に分類し，それぞれ因果関係を
反映する基準により，予定額で配賦するのが適切である（例えば固定費は用役
消費能力基準により予定額で，一方変動費は実際消費量基準で予定配賦率によ
り配賦するのが良いとされている〉。 またそれを一歩進めて，費用をさらに細
分して，それぞれに最適な因果関係基準を見つけて配賦することも検討されて
加）
いる。そしていずれの場合も，因果関係の明確でない原価については，これを
できるだけ配賦するべきではないとされる。
しかしここで，前述のフレムゲン等による実態調査（表1)を見ると，業績
評価目的で全額配賦している企業は57%に及び他の目的に比べて最も高率を示
しているO また，同調査による固定費・変動費の別配賦に関する実態調査によ
ると，両者を別々に配賦している企業は29%であるのに対して，それを実施
していない企業は71%にも及んだ。このように，理論上最適とされるのとは非
常に異なる方法で，業績評価目的の配賦が行なわれているのは何故であろうか
？ 環境条件による実施上の困難性，及びマネジャーの原価管理意識の低さ等
によるものもあるかもしれないが，むしろ他の理由によるのではないであろう
か？ この検討のため，再びプレムゲγ等による次の調査結果を見ることにし
よう。
まず表5から検討すると，配賦しない理由の第1位として配賦の怒意性が，
そして第2位に配賦原価の管理不能性が挙げられており，表5については，い
ずれも従来の理論を反映したものである。しかし表4についてはそうではな
い。まず第1位として，原価回収のためのモチベーション目的が，そして第4
位，第5位もそれぞれ，他部門マネジャーの監視及び利用促進というそチベー
ションに関する理由で占められている。それに対して，正確な測定目的に関す
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絢
表4
業績評価目的での間接費配賦理由
アンケートに予め示した理由 平均順位亙盆些杢
1. 各部門マネジャーに対して間接費の存在を知らせ， 1. 48 82 90% 
それを回収するのに充分な収益を挙げなければな
らないことを理解させるため
2. 各部門の利益合計額が全社利益となるように，部 1. 94 52 57% 
門利益を全社利益に関係づけるため
3. 配賦方法が，共通サービスの各部門の利用高を適 2.12 59 65% 
正に反映しているため
4. 本部マネジャーに対して，サービス原価をコント 2.33 42 46% 
ロールするように圧力をかけることを，部門マネ
ジャーに促すため
5. 不完全利用の本部サービスの利用を促すため 3.05 21 23% 
6. 州税や地方税を最小にするため 3.14 7 8% 
回答会社により追加された理由
。本社費及び利益に対する事業部貢献額をより良く決 1 1% 
定するため
。各事業部の業務原価の真実の値を提供するため 1 1% 
。各部門の最低収益性のレベルを確保するため 1 1% 
倒
表5
業績評価目的で間接費を配賦しない理由
アンケートに予め示した理由 平均順位度数 比率
1. 間接費は個々の部門に関連がないので，その配賦 1. 27 26 79% 
は怒意、的となり各部門の報告利益を査めるため
2. 部門マネジャーは，管理不能費を課されることに 1. 86 22 67% 
反対するため
3. 間接費は少額で部門の報告利益に大した影響を与 2.38 8 24% 
えないため
4. 部門マネジャーが配賦方法に同意しないため 2.60 6 18% 
5. 配賦に要する事務費用が便益より大きいため 3.00 9 27% 
回答会社により追加された理由
。原価配賦は他のシステムの開発に比べて優先順位が 3% 
低いため
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るものは第3位にあるのみである。また特に第1位の項目は90%を占め，他の
いかなる理由（意思決定目的，価格設定目的も含めて〉よりも，大きな比率を
示している。これらのことから，理論面では正確性，或いは公平性に基づく配
賦が重視されているにもかかわらず，むしろ実務家の間ではそれらの点より
も，モチベーション目的に圧倒的な関心があるものと思われる。そこで次に，
モチベーション目的での，間接費配賦の有用性について述べた最近のいくつか
の論文をもとに，この問題についての検討を行なうこととする。
その一つは，エージェンシー理論の立場から，組織コントロール問題の解決
事4)
に間接費の配賦を利用しようとしたものである。そこでその前にまず，エージ
鈎
ェンシー理論について，簡単に述べておくことにしよう。エージェンシー理論
とは，企業の内部組織における雇用者と従業員の関係を，賃金と労働の交換関
倒
係としてとらえるのではなし何段階にも重なり合った一連のプリン、ンパルと
エージェントの関係として考える点に特色がある。この理論により，エージェ
ントが全社的利益から逸脱して，白己の効用を最大化させる行動をとることの
説明が可能になる。すなわち，エージェントが合理的な人間であるなら，必ず
しもプリン、ンパルの利益を最大にするようには行動しないであろう。例えば，
エージェントが自己の報酬（賃金〉を減らしてでも，自由時間や企業資産の私
物化（オフィスの拡大，スタッフの過剰雇用，豪華な設備等〉を求めること
で，自己の効用を最大化すると考えるのが合理的であるO しかしこのことは，
当然、プリンパルにとっては，全社的それ故に自己の利益の減少となるので，解
決せねばならない問題である。そこでプリ γシパルの立場から，如何にしてエ
ージェントの行動を，自己の利益に合致するようにモチベートするかが重要と
なってくる。この方法にはいくつか考えられるが，その主要なものは，監視と
刺激（昇給，昇進等による〉システムの設置である。しかしいずれも，かなり
の費用を必要とする。
そこでジγマーマγは，間接費を配賦することにより，これを行なうことが
納
できると述べる。そのために，ウィリアムソンのアイデアが利用される。そこ
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で以下，ウィリアムソンモデ、ルをもとに検討しよう。
R…収益， P…価格， X…生産量， S…スタッフについての支出， E…環境
条件， C…費用， T…税金， t…税率， π。…（税引後〉必要最低利益， πー π。－
T…裁量可能利益， U…効用関数とする。
ここであるエージェントの効用は，そのエージェントの部門における利益と
ω 
スタップの関数であると仮定すると，この関係は次のように表わすことができ
る。
V=U(S，πー π。－T）………...・ H ・－－………...・ H ・－－…...・ H ・...・ H ・（1)
これを変形すると
V=U[S, (1-t) (R-C-S-T）ー πJ………...・ H ・－－……...・ H ・－ω
そこでこれを最大化するには，（2）式をXとSについて偏微分して0とおくこ
とにより，得ることができる O
aR aC ・・・（3)ax-aX 
aR -U1 +(1-t) U2 ・（4)aS -
(U1・ ・UO) Sに関する一団分 ） 
U2…（1-t)(R-C-S-T）ー π。に関する一次偏微分／
また（4）式は，次のように変形できる
aR 1 nl 
一一一＝1一一一一一・－－－－＇－ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・……・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5)aS 1-t U2 
(5）式により，エージェントは自己の効用最大化のために，スタッフによる限
界利益が，それによる限界費用より小さくなっても，スタップを雇う傾向にあ
ることがわかる。すなわち，短期的利益最大化モデルにおいては，限界利益と
限界費用が一致する点まで，スタッフを雇うのだが，（5）式によるとェージェン
aR 
トは，一一一く1となるまでスタップを雇うことになる，以上により，効用最大aS 
化を目指すエージェントは，利益最大点を越える量のスタップを雇い入れる傾
向にあることが示される。
また，次にこれを図で考えてみよう。環境条件が与えられると，利益は生産
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量とスタップの値の選択に依存することになる。 π＝g(X,S;E）ここで，ス
タッフの任意の与えられた値について，生産量の最適値玄が存在する。これを
表わすと X=JCめとなる O そこで、最適生産量文が選択されているなら
π＝g(X,S; E)=g[f(S),S; EJ=g’（S; E）となるO
これにより，利益はスタッフの関数として，図2のように表わすことができ
倒
る。
ところで効用は，利益とスタッフの関数と仮定した。従って，図に利益とス
タッフの無差別曲線を書き入れることにより，利益最大点Kと効用最大点Aを
示すことができる。ここでウィリアムソンは，一定額の税金を課すことによ
り，スタッフの過剰雇用を抑制することができることを示したが，ジンマーマ
ンは，税金に代えて一定額の間接費を配賦することにより，エージェントの自
己効用最大化行動を抑制しうることを示した。すなわち，図2に示すように間
接費を課すことにより，利益曲線は下降する。その際無差別曲線の傾きを考え
報告
利益
図2
s・ s’ 
- 12 -
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ると，利益の，より低いレベルにおいて，利益の減少を相殺し同じ効用レベル
を維持するのに要するスタッフ増加数は， より大となるので， U’は U より
も緩やかな傾きを示すと考えられる。そのため， これと利益曲線との接点C
は，利益最大点の雇用レベルに近づくことになるが cs→S’〉，これは過剰スタ
ップの雇用を抑制することに等しし、。このように図2により，間接費を一定額
配賦することは，その金額にかかわりなく，エージェントの自己効用最大化行
動をある程度，抑制する効果のあることが示された。
以上， ウィリアムソンモデ、ル及びこれを応用したジγマーマンモデ、ルによ
り，モチベーショ γ目的での間接費配賦の有用性を見てきたが，その欠点とし
て次の点を指摘することができる。すなわち，間接費の配賦による方法では，
スタッフの過剰雇用をすべてなくすことはできない点，及び間接費の最適配賦
加）
額を示すことができない点である。しかしこのモデ、ルの目的は，配賦方法の探
求にあるのではなく，間接費を配賦すること自体に，一つの有用性があること
を証明することにあった。今日，エージェントが，全社的利益を犠牲にして自
己の効用を最大化する行動をとることは大きな問題である。しかしそれを防ぐ
には，エージェントの行動を詳細に監視するシステムを作るのが最も確実であ
るが，多数の人間に対する監視システムの作成には，過大な費用が必要であ
り，その実施は非常に困難であるO それに対して間接費の配賦によれば，過剰
雇用をOにすることは不可能だが，比較的低い費用でエージェントの行動を，
全社的に最適な方向にモチベートすることができる。その意味で，間接費の配
賦は有用であると言えるo
さらに，モチベーション目的でのもう一つの利点は，次の点にある。すなわ
ち，間接費をエージェントである部下に課すならば，プリンシパルで、ある上役
自身の自己効用最大化行動による間接費が，エージェントに課されることにな
る。その際エージェントの報告利益が，昇進或いは昇給というインセγティブ
システムに結びついているなら，当然エージェントの側に，プリ γ、ンパルの自
己効用最大化行動による過剰費用を減らそうとするモチベーションが働くこと
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になる。そこで，エージェントはプリン、ンパルの行動を監視し，もしそれを発
見したならそれをなくすようプリン、ンパルを説得するか，或いはプリン、ンパ
ルのさらに上役の所に報告することになるであろう。このように間接費の配賦
は，上役に対する監視効果により，プリン、ンパルの全社的最適目標を犠牲にし
た自己効用最大化行動を抑制する効果をも♂。
次に，間接費の配賦をモチベーション目的に利用していこうとするさらに直
接的な試みについて論じることとする。前記の例は，監視に費用がかかりすぎ
るために，いわばその代用として提案されたものであった。これに対して，間
接費の配賦をより直接的に，インセンティブシステムに組み入れていくことが
考えられる。例えば，もし各部門の報告利益が，報酬システムに直接的に結び
ついているなら配賦された間接費はエージェントにとって，マイナスの報酬
として作用するであろう。従ってこれを利用することにより，エージェントの
行動を，プリンシパルの利益に合致するように方向づけることが可能となる。
同
そこで，ボードナー等により示された例を検討しよう。この例は，非財務的
な目標を財務的業績に組み込むことにより，全社的目標に対する動機づけを達
成させることができる例として示されたものである。それ故，間接費配賦に関
する問題としてのみ論じられたものではないが，ここでの議論における例とし
ても，充分参考になると考えられる。
ここでまず，本部と 3つのカレッジより成る大学を仮定するO その際本部費
が$600発生するとして，それを各カレッジに表6のどの基準で配賦すべきか
とし、う問題を考える。
表6
カ レ ツ 建物数 学生数 講座数
1 14 50 125 
2 10 30 100 
3 6 20 75 
ム口 30 100 300 
一 14一
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表7
カ レ ツ 建物数 学生数 講座数
1 $ 280 $ 300 $ 250 
2 200 180 200 
3 120 120 150 
ムロ $ 600 $ 600 $ 600 
そして，これらの基準により計算した各カレッジの配賦額は表7のとおりで
あるとする。
さらに，各カレッジの純収益はすべて $200と仮定することにより，次のゴ
ールプログラミングモデ、ルを作成することができる。
Er・・iカレッジへの配賦原価， Y：…iカレッジの損失額， Yi…iカレッジの
利益額， Xu・・・ベー スjによる iカレッジへの配賦原価
制約条件
200-Ei十yt-Yi=O
280 x, l十300X,2十250X13=E1 
200 X21 +180 X22十200X23=E2 
120 X3，十120X32十150X33=E3 
~ Xu=l 
3 
~ Ei=600 
Yj, Ej, Xu二三0,Vi,; 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
ここで本部は，配賦に際しての方針として各カレッジの利益或いは損失が，
ω 
できるだけ少額になるような方法を反映する基準で，配賦を行ないたし、と考え
次の公式を作成する。
Min Z=Y{+Y~十Yi 十Y;-+yt 十Y3
この公式によりプログラム解は次のようになる。
X1a=X2a=Xaa=l 
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Yt=50, Y;-=50 
E, =250, E2=200, E3=150 他の変数はO
以上により，ベース 3c講座数〉がこのゴールに最も適合していることが解
るく表8）。
表8
京電 収 益 $ 200 $ 200 $ 200 
配賦間接費（Ei) 250 200 150 
セグメント利益 $ (50) $ 。 $ 50 
以上，ボードナー等の例により，間接費の配賦をインセンティブシステムに
組み込むケースを見てきたが，この方法は当然，従来から配賦に際して守るベ
ω 
きであるといわれてきた原則（公平性，管理可能性，独立性，因果性等〉を，
必ずしも充たすものではなし、。しかしここでの配賦の目的は，これらの原則の
追求にあるのではなく，全社的なある目標を達成するようにエージェントの行
動をモチベートすることにある。それ故にこのシステムの成否は，エージェン
トにこの配賦方法を納得させることができるか否かにある。確かに，管理不能
原価を配賦されることに抵抗はあるであろうが，上記のような目標達成努力を
基準にした配賦で、あることを理解させれば，その実施は充分可能である。その
点よりも，むしろここで問題なのは次の点にある。すなわち，配賦間接費に，
そのカレッジの報告利益を減少させる効果はあるが，それが報酬の減少と直接
的に結びつかなければ，それ自体負の報酬とはならなし、。それ故に，各カレッ
ジの報告利益と報酬との結びつきが，より重要な問題である。例えば，報告利
益をそのまま報国・Hvこ連動させるなら，間接費が完全にマイナス報酬として作用
するので，より直接的に行動に影響を与えるであろう。しかし，それにより環
。時
境要因のリスクの，かなりの部分をエージェントに負担させることになるO こ
れが果たして，全社的目標の達成に有効に作用するかが，大きな問題となる。
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しかしこれらの点については，当論文の主題を越えるので，今後の課題とす
る。
4. 価格設定目的
価格設定を変動費基準にするか，間接費の配賦を含む全部原価基準にするの
ω 
が良し、かについては，議論の分れるところである。すなわち，製品別収益性
の把握には変動費基準が良いが，長期的には全部原価の回収を必要とするの
で，両基準の併用が良いとする意見が，理論的には有力である。
ところで実務では，どうであろうか，ここで前記のプレムゲン等の調査によ
ると，間接費を全く配賦しないのが36%に対して，配賦している企業は64%で
約
あった。また，これとは別に行なわれたアンソニー等の実態調査では，次のよ
うなより鮮明な結果が示された。
表9
価格設定方法 ｜度数｜ % ｜度数｜ % 
1. 変動製造原価の% 11 
）変動費基準2. 総変動費の% 30 6 84 17 
3. 総製造原価の% 168 33 
4. 総製造原価と他の変動費の% 41 8 
5. 総原価の% 208 41 
6. 無回答 4 1 
メ口:>. 計 I 505 I 100 I 
この結果によると，実務においてはかなり多数の企業が全部原価基準を利用
していることがわかる。その理由として著者は，変動費基準批判の立場から次
の点を指摘する。すなわち従来，経済学の理論において利益最大化は，限界収
益と限界費用が等しい価格を設定することにより達成されるとしているが，実
t目）
際の企業マネジャーは，利益最大化行動に必要な時間も情報も持たないのが普
l通である。それ故実際は，利益最大化よりも満足利益の達成が目標とされるこ
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とになるo それには通常，全部原価十満足利益を基準に価格が設定されると述
べる。しかしこれは，変動費基準による利益最大化のメリットについてのみ批
判したものであり，変動費基準の他のメリット，及び全部原価基準のメリット
については述べられていなし、。そこで，再びプレムゲン等の調査により，どの
ような理由により，多数の企業で価格設定の際に間接費配賦が行なわれている
のかを，見ることにしよう。
それぞれの理由について検討する。まず，配賦しない理由の第2位は，配賦
の怒、意、性によるもの，そして第3位と 4位はし、ずれも，限界利益により正確な
製品別収益性を明示しうるとしづ変動費基準のメリットに関するものであり，
当然の理由であろう。しかし第1位は，原価基準による価格設定自体を否定し
たものであり，価格設定における間接費の配賦を否定したものではないと考え
られる。従って原価が，価格設定にいくらかでも役立ちうる場合のみを考える
と，全額配賦と配賦しない企業の比率の差は一層広がるであろう。それに対し
て配賦理由を見ると，配賦により共通費の各製品による回収額がかなり適正に
示されるという意見も第3位を占めるが，それよりもむしろ，配賦を通じての
原価回収の指示というモチベーション目的が上位を占めており，そのうち第2
加申
表10
価格設定目的での間接費配賦理由
アンケートに予め示した理由 平均順位 度数 比率
1. 各製品の価格で間接費の公平な負担分を回収する 1. 48 56 85% 
ため
2. 製品マネジャーに対して間接費が存在しそれを 1. 78 50 76% 
製品価格により回収せねばならないことを知らせ
るため
3. 配賦方法は各製品の共通費負担分を適正に反映す 1. 85 40 61% 
るので，それを価格に含まねばならないため
4. 価格は政府により決定され，そこには間接費配賦 1. 89 19 29% 
が要求されるため
。その他 2 4% 
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表11
価格設定目的で間接費を配賦しない理由
アンケートに予め示した理由 平均順位度数 比率
1. 価格はマネジャーの能力を越えた市場の力により 1. 39 28 67% 
決定されるので，原価配賦は関係ないため
2. 配賦は洛意、性が伴なうため，全部原価は価格設定 1. 61 18 43% 
の信頼しうる基準とならないため
3. 製品マネジャーは自身の製品の価格を自由に設定 1. 75 8 19% 
できるので，限界利益が直接費ばかりでなく間接
費の回収にも適切なため
4. 価格は，全間接費を回収しうるに足る貢献利益を 2.05 20 48% 
もとに設定されるため
回答会社により追加された理由
。価格は直接費と市場の力により設定されるため
。配賦を適切に行なうだけの技術的能力がないため
。その他
?
??
?
っ ? ? ? ? ，
?
位は，業績評価目的での第1位の理由と同じものであることがわかる。以上に
より，実務においては業績評価目的の場合と同様，正確性よりもむしろモチベ
ーション目的が重視されていることがわかる。すなわち，価格設定目的におけ
る間接費の配賦は，正確な製品原価を算定して，それに基づく価格設定を意図
したものではなく，製品の販売により，全部原価を回収し満足利益を得ていこ
うとするマネジメントの価格政策を，反映したものであると考えられる。とこ
ろで価格は，調弁価格や公共料金の決定のような特殊な場合を除いて，原価の
みにより決定されるわけではなし、。さらに市場の競争状態，製品の特質，企業
の目標，政府の規制等の多くの要因により決定されるのが普通である。例えば
変動費基準の場合，変動費をそのまま価格とするのではなしそれに固定費を
回収し利益を挙げるに足る限界利益を加算し，さらに上記の多様な要因を考慮
して決定するのである。従って価格設定における間接費配賦の果たす役割は，
意思決定，業績評価の際と比べて，非常に複雑なものである。従って価格設定
目的における，間接費配賦の妥当性の問題は，各状況に応じて細かく分析せね
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ばならない。
5. む す び
はじめに述べたように，間接費配賦に関する問題は，長きにわたり企業にと
って非常に困難な問題であった。そこでこれまで，様々なアプローチが試みら
れてきた。例えば，全社的利益を最大化する観点より， リニア・プログラミン
グを利用した配賦方法が，また最近で、は，各部門に対して合理的に満足な，す
なわち公平な配賦を実現しようとする観点から，ゲーム理論による検討が行な
われてきた。しかし未だ一般に合理的と認められる方法は確立されていな
い。そのため現状では，費用を性質に応じて細分し，管理可能性を損なわない
ように，因果関係のあるものについてはこれを反映する基準で配賦し，それの
ないものについては配賦しないようにするというのが，一般的意見である。し
かし実態調査によると，間接費を全額配賦している企業が非常に多く，またそ
の理由について見ると，従来の理論とはかなり異なる動機で，配賦が行なわれ
ていた。それ故，当論文ではこの違いを意識して検討を行なった。そこで，実
態調査に基づき，間接費配賦の，これまであまり強調されなかった有用性につ
いて検討した。その結果，意思決定目的については，いわば真実原価の代用と
しての働きであり，また特に短期においては，有用と認められる場合は非常に
限定されるので，配賦の有用性は他の目的に比べて低いと考えられる。しかし
それに対して，モチベーションについては，配賦は大いに有用であることがわ
かった。そこで当節では，この点について改めて述べてみることで，結びとし
たい。当論文では，配賦がこの目的に有用な2つの例について検討したが，そ
の一つは間接費の配賦を，いわゆる“報告利益減少効果”及び“上役監視効果”
により，部門マネジャーの自己効用最大化行動を，抑制するための手段として
役立てるものであった。従ってこの例では，配賦金額よりも配賦とし、う事実に
より，過剰雇用を抑制できることが証明された。それ故に，自己効用最大化行
動が問題となっている部門について，監視が困難な場合は，間接費配賦がそれ
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を抑制する手段として有用となるであろう。また他の一つの例は，配賦を，よ
り積極的に部下に対するモチベート手段として利用するものであった。それに
よるとトップ・マネジメントは，その時々の判断でウェイトづけを変更するこ
とにより，望ましい行動を部下にとらせることが，可能となるであろう。例え
ば共同サービスの提供に際して，その提供に伴なう材料費高騰のため，その利
用を節約したし、と考えたなら，少利用部門への配賦額が，消費量基準による場
合に比べてさらに少額になるようにしたり，また逆に，そのサービスの利用を
促したい場合は，逆の配賦結果となるようなウェイトを考えれば良い。しかし
これらの場合において，各部門に配賦された金額と，その部門の活動に，必ず
しも明確な因果関係が存在しているわけではない。それ故に，その点から多く
の批判が予想されるが，配賦の一つの重要な問題は，それが配賦された人間の
将来の行動に，どのような影響を与えるかということである。すなわち，間接
費である以上， 100%正確に因果関係を充たす配賦は不可能である。そこで配
賦を行なうことにより他の有用なメリットがあるなら，たとえある程度の正確
性を犠牲にしても，不公平感を抱かせないような配賦が行なわれる限り，有用
と見なすことができるであろう。ところでモチベーション目的の配賦の例とし
て，コンビュータサービスの共同利用における，夜間割引価格の設定はよく見
られるものである。この場合，コンピュータの夜間利用により生じる費用は昼
間に比べて低いというわけではない。しかし割引価格により， コンピュータ利
用の平均化というメリットを達成できるのであるなら，そのため因果関係を無
視した配賦が行なわれても，止むを得ないとの判断によるものである。このよ
うに，モチベーション目的での配賦は有用性が高く，今後さらに適用範囲が広
がるであろう。
注（1) セグメントとは，何らかの客観的な基準により分割しうる組織体の活動をいい，そ
れにより原価或いは売上高の個別計算が可能になる。通常，製品品種，販売地域，顧
客，事業部，工程，工場等であることが多い。～参考，森田哲調，宮本匡章編「会計
学辞典」中央経済社，昭和58年。
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(2) 通常間接費の配賦には，補助部門費の製造部門別配賦，製造間接費の製品別配賦，
一般管理費のセグメント別配賦が含まれるが，当論文では主に，本社費を含む補助部
門費の製造部門別配賦について検討することとする。
(3) J.お1.Fremgen & S. S. Liao, The Allocation of Corporate Indirect Costs (N. 
Y.: N. A. A. 1981), p. 32.なお原文では，各業種毎にさらに集権化企業と分権化企
業に分け調査結果が示されたが，ここで、は省略した。調査方法については注（5）参照。
（ω著者によると， “この比率が高いのは金融業では多くのサービスが中央で集中的に
行なわれるため”とされている。 Ibid.p. 33. 
(5) 1979年版Standard& Poo〆sRegister of Corporationsより，年間売上高が$1,500 
万以上の企業766社が選択され，詳細なアンケート調査が行なわれた。その結果は， J.
M. Fremgen & S. S. Liao, Ibid.において報告された。
(6) Ibid., p. 41.なお原文ではさらに費目別に配賦状況の調査結果が示されていたが，
ここで、は省略した。
(7）例えばホーングレンも，これと類似した方法をとっている。 C.T. Horngren, Cost 
Accounting A managerial Emρhasis (N.].: Prentice-Hall, Inc. 5th ed., 1981), p. 476. 
(8) J. M. Fremgen & S. S. Liao, Ibid., p. 68. 
(9）理由について複数回答を認めたため，その際には重要性により順位づけすることを
求めた。その平均である。従って平均順位と度数の順位が異なることがある。
帥 これはむしろ業績評価目的と思われる。
(1) 原文では理由が書かれていたが，その内容が不明確なため hその他”として一括し
た（以下の表についても同様の処理をする〉。
（凶 J.M. Fremgen & S. S. Liao, Ibid., p. 69. 
(13) J. L. Zimmerman, "The Costs and Benefits of Cost Allocations，＇’ The Accounting 
Review, LIV (July 1979), pp. 510-511. 
（凶 このような試みとして，シャプレイ値に基づく次の例がある。 L J. Billera, D. C. 
Heath, & J. Raanan, "Internal Tellephone Billing Rates: A Novel Application for 
Non-Atomic Game Theory.”Operations Research 26 (1978) pp 956-965. 
同 J.L. Zimmerman, Ibid, p. 512. 
同 「長期限界原価とは，企業が，工場の規模を変化させたことにより生じる生産量の
変化に対して，充分適応できる時聞が与えられるなら，その生産量のー単位の変化に
より生じる原価総額の変化をし、う。jR.H. Leftwich, The Price System and Resource 
Allocation, 2nd ed. (N. Y.: Holt, Rinehart and Winston, 1960) 
（間 「帰属可能原価とは，ある製品又はある職能をそれを支える組織構造の変更なしに
完全に廃止するなら，平均的にみて避けることのできる単位原価である。」G.Shilling 
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law，“The Concept of Attributable Cost”， The Journal of Accounting Research, 
Vol. I, No. I, (Spring 1963), p. 76. 
(18) シリングローは，帰属可能原価について一貫した研究を行なっている。詳しくは下
記参照。 G.Shillinglaw, Ibid., pp. 73-85.，及び G.Shillinglaw, Managerial Cost 
Accounting, (Illinois: Richard D. Irwin, Inc., 4th. ed., 1977), pp. 187-189. 
側例えば上記例において，長期的に削減される本社スタッフ・設備の費用と，本社費
を従業員数を基準に当該製造部門に配賦した費用は，いくらかの因果関係を認めるこ
とができる。
側例えば補助部門費を，補助経営部門費と工場管理部門費に分け，さらにそれぞれを
固定費と変動費に分類し，それぞれ最も合理的な方法で配賦する等。詳しくは，拙稿
「補助部門費計算における新動向」一橋研究，昭和57年10月を参照されたい。
(21) ]. M. Fremgen & S. S. Liao, Ibid., p. 44. 
~2) Ibid., p. 61. 
(23) Ibid., p. 64. 
(24) J. L. Zimmerman, Ibid., pp. 506-510. 
側最近多くの分野で注目を集めている理論，詳しくは下記を参照されたい。 S.Ross, 
4・TheEconomic Theory of Agency: The Principal’s Problem," American Economic 
Review (May 1973), pp. 134-139., A. A. Alchian, & H. Demsetz，“Production 
Information Costs, and Economic Organization，＇’ American Economic Review 
(December 1972), pp. 777-795., M. C. Jensen, & W. H. Med王ling,
the Firm: Managerial Behavior, Agency Costs and Ownership Structure，＇’ Joumal 
of Financial Economics (October 1976), pp. 305-360，伊丹敬之「インセンティブ・
システムの分析序論」一橋論叢79巻6号， 1979年6月，今井賢一・伊丹敬之・小池和
男「内部組織の経済学」東洋経済新報社，昭和57年。
帥 “一人の人聞が，何らかの用役を自らに代わって遂行させるべく他の人間と契約関
係にあるとき，二人の間にエイジェンシー（代理人〉関係が存在するとし、う。そして
依頼する側をプリンシパル，代理を受ける側をエイジェントと呼ぶ…”“雇用関係は，
A’とし、う範囲内であれば被雇用者が雇用者の権限を受容する関係であったのに対し
て，この代理関係（エィジェンシ一関係）は A’とし、う範囲内であれば権限をまかさ
れ，了解された枠内での自由裁量を認められる関係である”～今井賢一，伊丹敬之・
小池和男「前掲書」 p.64・p p. 32.よりヲ｜用。
的 0.Williamson, Corporate Control and Business Behavior (N. ]. : Prentice-Hall 
Inc. 1970). 
(28) ウィリアムソンは利益以外の効用をスタッフに代表させたが，ジンマーマンはこれ
を perquisites（役得）に代表させて分析を行なう。
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ω はじめにスタップ雇用による限界収益はその限界費用を越えるので曲線は上昇する
が，最適雇用量 S＊でこの関係は逆転し，以後下降に転じる。
側上図により，間接費配賦額を大きくする程，過剰スタッフを減少させることができ
ると考えられるが，現実問題としてあまりに多くの間接費を配賦することは，エージ
エントの反発を招くであろう。従って最適配賦額を決定するには他の要素，例えばそ
のエージェントが次善の雇用代替案において，得ることのできる効用等も併せて考慮、
せねばならない。
"31) また類似した効果として，補助部門費が製造部門に配賦されるなら，その補助部門
マネジャーに対する監視効果が働くことになる。
(32) G. Bodnar & E. J. Lusk，“Motivational Considerations in Cost Allocation 
Systems: A Conditioning Theory Approach，＇’ The Accounting Review Vol. LII, 
No. 4. (Octover 1977), pp. 861-864. 
側著者はこれを公平性（fairness）基準と称するが疑問が多いので，ここでは明示しな
かった。
制 このうち公平性はその内容が暖昧なので基準として不適であるとする意見が強い。
また独立性とは他部門の活動量変化につれて配賦額が変化しないことを意味する。そ
の他，多くの基準が挙げられているが，因果関係基準が最も有力とされている。詳し
くは， C.T. Horngren, Ibid. p. 509., J. M. Fremgen & S. S. Liao, Ibid. pp. 12-
15.を参照されたい。
ω もし報告利益の減少をそのまま報酬の減少に結びつけるなら，そのエージェントに
責任のない環境等による不可避的な業績悪化も，すべて報酬の減少を招くことにな
る。但し予算の利用によりある程度はこれを防ぐことができる。
側 この両基準についての特徴は，次の著書に簡潔にまとめられている。岡本清「原価
計算」三訂版，国元書房，昭和55年， pp.589-601. 
(31) V. Govindarajan & R. N. Anthony，“How Firms Use Cost Data in Price Deci-
sions," Managi抑制 Accounting(July, 1983), pp. 30-36. 
闘会計モデ．ルで、は，限界費用とは変動費を意、味するのが普通である。
側例えば，正確な需要曲線の予測は困難である。
(4t≫ J. M. Fremgen & S. S. Liao, Ibid., p. 65. 
私自 Ibid., p. 46. 
ω 例えば代表的なものとして次の論文がある。 R S. Kaplan & G. L. Thompson, 
“Overhead Allocation via Mathematical Programming Models，＇’ The Accounting 
Review (April 1971) pp. 352-364., R. S. Kaplan & U. P. Welam，“Overhead 
Allocation with Imperfect Markets and Nonlinear Technology，＇’ The Accounting 
Review, (July 1974), pp. 477-484. 
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ω ここ数年，非常に多くの研究が発表されている。代表的なものとして次の論文があ
る。 J.S. Hughes & J. H. Sheiner，“Efficiency Properties of Mutually Satisfactory 
Cost Allocations，＇’ The Accounting Review (January 1980), pp. 85-94., D. L. 
Jensen，“A. Class of Mutually Satisfactory Cost Allocations，＇’ The Accounting 
Revier.ρ，（Octover 1977), pp. 842一856.,A. E. Roth & R. E. Verrecchia, 
Value as Applied to Cost Allocation: A Reinterpretation," Journal of Accounting 
Research (Spring 1979) pp. 295-303，等。
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